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伊予銀行
平成１８年度決算説明会
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瀬戸内圏域の産業構造

製紙・紙加工

化学､電機､
非鉄金属､一般機械

電機､農機､化学

柑橘､食品加工

魚類養殖

鉄鋼､自動車､
電機､観光

自動車､造船､
電機

自動車、
石油精製､鉄鋼

造船､繊維

造船、海運、石油、
タオル・縫製

瀬戸内海沿岸地域は多様な産業構造を形成

宇和島

八幡浜

大分

広島

松山

今治

新居浜
四国中央

香川

岡山

西条

大洲
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瀬戸内圏域の経済指標Ⅰ

（東洋経済新報社 「地域経済総覧 2006年版」より作成）

総人口
（住民基本台帳）

総面積
(総務省国勢調査)

事業所数 従業者数
県内総生産

（名目）

県内総生産（総支出）

成長率（実質）

１人当たり
県民所得

06年 00年 01年 01年 03年度 03年度 03年度
（人） （ｋ㎡） （事業所） （人） （億円） （％） （千円）

愛　媛　県 1,486,946 5,676 80,613 661,695 46,788 ＋ 1.1 2,324
香　川　県 1,026,088 1,876 57,335 486,512 36,402 △ 1.2 2,649
徳　島　県 816,321 4,145 45,498 355,089 26,975 ＋ 6.8 2,845
高　知　県 799,121 7,105 46,354 347,765 23,763 ＋ 0.4 2,238
大　分　県 1,221,714 6,338 65,302 542,383 44,230 ＋ 6.3 2,647
福　岡　県 5,028,026 4,971 242,611 2,255,385 174,560 ＋ 2.1 2,629
山　口　県 1,499,002 6,110 78,099 686,847 56,319 ＋ 0.4 2,821
広　島　県 2,870,907 8,477 145,555 1,358,115 109,607 ＋ 2.9 2,849
岡　山　県 1,954,919 7,112 92,823 868,941 70,692 ＋ 0.3 2,629

上記9県合計（A) 16,703,044 51,810 854,190 7,562,732 589,336

（A)／（Ｃ) 13.1% 13.7% 13.5% 12.6% 11.9%

兵　庫　県 5,576,784 8,392 252,132 2,329,868 181,644 ＋ 0.1 2,624

10県合計（Ｂ) 22,279,828 60,202 1,106,322 9,892,600 770,980

（Ｂ)／（Ｃ) 17.5% 15.9% 17.4% 16.4% 15.6%

全　　国（Ｃ) 127,055,025 377,873 6,350,101 60,158,044 4,957,722 ＋ 2.1 2,958

総人口

（住民基本台帳）

（06年）

10県合計
17.5%

県内総生産

（名目)

（03年度）

10県合計

15.6%

総人口
（住民基本台帳）

（06年）

9県合計

（除く兵庫県)

13.1%

県内総生産

（名目)

（03年度）

9県合計

（除く兵庫県)

11.9%
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瀬戸内圏域の経済指標Ⅱ

（東洋経済新報社 「地域経済総覧 2006年版」より作成）

製造品
出荷額等

卸売業年間
商品販売額

小売業年間
商品販売額

鉱工業生産指数

（季調値）

新設住宅
着工戸数

有効求人倍率 完全失業率

04年 04年 04年 03年 05年 05年 02年9月末
（億円） （億円） （億円） 2000＝100 （戸） （倍） （％）

愛　媛　県 33,009 23,724 14,311 101.5 10,893 0.83 5.0
香　川　県 21,338 27,693 11,204 93.7 8,250 1.20 4.6
徳　島　県 16,447 10,112 7,509 106.3 4,977 0.80 4.8
高　知　県 5,480 8,923 7,717 90.0 4,754 0.47 5.3
大　分　県 33,649 13,705 12,152 107.1 9,345 0.89 4.5
福　岡　県 73,323 163,612 53,289 100.4 54,362 0.77 6.6
山　口　県 55,294 20,190 15,384 102.1 11,341 1.10 4.4
広　島　県 74,153 89,096 30,830 93.7 24,924 1.19 4.8
岡　山　県 66,837 34,557 19,960 99.2 16,151 1.20 4.6

上記9県合計（A) 379,530 391,612 172,356 144,997

（A)／（Ｃ) 13.3% 9.7% 12.9% 11.7%

兵　庫　県 129,452 75,811 53,336 103.5 44,428 0.83 7.4

10県合計（Ｂ) 508,982 467,423 225,692 189,425

（A)／（Ｃ) 17.9% 11.5% 16.9% 15.3%

全　　国（Ｃ) 2,844,183 4,054,972 1,332,786 95.0 1,236,175 0.95 5.4

製造品

出荷額等

（04年）

10県合計

17.9%

新設住宅

着工戸数

（05年）

10県合計

15.3%

製造品

出荷額等

（04年）

9県合計

（除く兵庫県)

13.3%

新設住宅

着工戸数

（05年）

9県合計

（除く兵庫県)

11.7%
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愛媛県の製造業の状況
愛媛県は圏域ごとに特徴のある産業が集積

平成１７年（２００５年）の製造品出荷額等は３兆４，２８３億円

化学
21.9%

非鉄金属
26.6%

その他
26.8%

電子部品
7.7%

電子機械
8.3%

一般機械
8.8%

新居浜・西条圏域

1兆2,528億円

今治圏域

7,323億円その他
57.9%

輸送
機械
23.1%

金属
1.7%

電気
機械
7.8%

衣服
5.3%

食料
4.1%

宇和島圏域

492億円

食料品
27.1%

輸送
機械
8.0%

飲料・
たばこ
12.9% 窯業

13.6%

衣服
19.4%

その他
19.1%

八幡浜・

大洲圏域

1,296億円

食料品

30.3%その他

39.8%

パルプ

5.0%

窯業

9.6%

木材

10.6%
プラス

チック

4.6%

宇摩圏域

5,866億円

プラスチック
7.8%

一般機械
3.1%

食料
2.0%

その他
3.6%

繊維
1.7%

紙・パルプ
81.8%

～ 製造品出荷額等の圏域別構成比 ～

松山圏域

6,775億円

食料品
25.3%

その他
19.4%

一般機械
19.5%

化学
22.7%

窯業
7.8%

情報通信
機械
5.3%

資料：愛媛県「愛媛の工業」（２００５年）をもとに㈱いよぎん地域経済研究センター作成

（注） 従業者４人以上の事業所 なお、今治圏域において、「石油・石炭」の出荷額は、統計上の秘匿数値に

あたるため、「その他」に含まれているが、「輸送機械」を上回っているとみられる
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30

40

50

60

70

当行実績：2 ,2 2 0 億円

地銀平均：　6 3 2 億円

当行実績：8 .0 4 ％

地銀平均：3 .3 5 ％

当行実績：9 .9 7 ％

地銀平均：3 .5 6 ％

当行実績：6 .9 2 ％

地銀平均：2 .1 6 ％

当行実績：5 4 .4 2 ％

地銀平均：6 3 .8 2 ％

当行実績：6 .3 6 ％

地銀平均：4 .8 9 ％

当行実績：0 .7 6 ％

地銀平均：0 .6 5 ％

成長性健全性

収益性

預金等平残増加率（過去３年）

貸出金平残増加率（過去３年）

コア業務粗利益増加率（過去３年）

ＯＨＲ
（経費／コア業務粗利益）

ＲＯＡ
（コア業務純益／総資産）

ＲＯＥ（注）

有価証券含み益（連結）

不良債権比率
（金融再生法）

当行実績：3 .2 9 ％

地銀平均：4 .2 0 ％

地銀平均に対する標準偏差
地銀平均＝50
当行

伊予銀行の経営指標の特性（18年度）

（注）ＲＯＥ計算上の分母は、「純資産の部合計」から「その他有価証券評価差額金」を控除したものを使用

健全性は高く、収益性のさらなる向上を目指す
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伊予銀行グループの概況

（注) 1．連結と単体の差

（注) 2．連結子会社の当期純利益合計は1,063百万円

であるが、その9割程度は当行グループ外の

株主に帰属し、連結決算には当行グループの

持分である1割程度しか影響しない

伊予銀行グループ会社一覧

連結決算状況
（百万円）

前年度比 増減率

経常収益 106,823 117,318 10,495 ＋  9.8% 14,797

経常利益 32,159 27,344 △ 4,815 △  15.0% 1,861

当期純利益 19,484 16,629 △ 2,855 △  14.7% 96

１８/３ １９/３ 連単差
(注1)

銀行業務 ･･･ 本店ほか支店142店、出張所7店

連結子会社１１社 いよぎん保証(株) …　住宅ローン・消費者ローンの債務保証業務等

いよぎんビジネスサービス(株) …　現金整理・精査業務、現金自動設備の保守管理業務等

いよぎんキャピタル(株) 　…　株式・社債等への投資業務、融資業務、投資ファンドの運営等

いよベンチャーファンド１号投資事業有限責任組合 　…　ベンチャー企業への投資業務

いよベンチャーファンド２号投資事業有限責任組合 　…　ベンチャー企業への投資業務

(株)いよぎん地域経済研究センター 　…　産業・経済・金融に関する調査研究業務等

いよぎんモーゲージサービス(株) …　担保不動産の調査・評価業務等

(株)いよぎんディーシーカード …　クレジットカード業務、保証業務等

いよぎんスタッフサービス(株) …　人材派遣業務等

いよぎん資産管理(株) 　…　担保不動産の競落・保有・管理・売却業務等

リース業務 ･･･ 連結子会社１社 いよぎんリース(株) …　融資業務、各種リース業務等

その他 ･･･ 連結子会社１社 (株)いよぎんコンピュータサービス※ 　…　情報処理受託業務、ソフトウェア開発業務、地域流通ＶＡＮ業務等

※平成19年4月1日に(株)アイ・シー・エスから商号変更
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２００６年度中期経営計画

✧営業態勢の強化
✧法人預貸金取引の強化
✧個人預貸金取引の強化
✧積極的な有価証券運用
✧非金利収益の増強
✧新商品・新サービスの提供強化

【戦略カテゴリー】 収益力の強化

企業価値の
さらなる向上

企業価値の
さらなる向上

✧コンプライアンス態勢の強化
✧内部管理態勢の高度化
✧リスクテイク能力のさらなる向上
✧ステークホルダーの満足度向上

【戦略カテゴリー】

経営管理・財務の変革

✧信用コストの安定化
✧経費の効率的運用

【戦略カテゴリー】

コスト最適化への変革

✧ＩＴ化による利便性・安全性の向上
✧業務効率化の推進

【戦略カテゴリー】

ＩＴの戦略的活用

✧本部組織、店舗・チャネルの再構築
✧積極的な人材の育成・登用
✧グループ経営の推進
✧新しいビジネスモデルへの積極的な対応

【戦略カテゴリー】

人事・組織の変革

～ 企業価値向上への挑戦 ～

８

伊予銀行企業理念

［存在意義］
潤いと活力ある地域の明日を創る

［経営姿勢］
最適のサービスで信頼に応える

［行動規範］
感謝の心でベストをつくす

経営姿勢

◇ 「地域志向」「お客さま志向」
の経営

◇ 健全性確保と収益力
強化による経営体力向上

◇ 絶え間なき変革への挑戦

目指す銀行像
親切で頼りがいあるベストパートナーバンク
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都銀・信託
8.3%

第二地銀
24.6%

信金・信組
8.3%

農協
6.1%

労金
2.1%

当行
36.5%

当行以外の
地銀 14.2%

都銀・信託
3.8%

第二地銀
13.2%

信金・信組
6.8%

農協
15.1%

労金
1.6%

郵貯
22.8%

当行以外の
地銀 4.7%

当行
32.0%

＜預金 愛媛県内シェア＞ ＜貸出金 愛媛県内シェア＞

預貸金の愛媛県内シェア

（１８年３月末シェアは、金融ジャーナル社 「月刊 金融ジャーナル 増刊号 金融マップ 2007年版」より作成）

１８年３月末、含む郵貯・農協 等

郵貯・農協を含めた愛媛県内の預金シェアは３２．０％ （１８年３月末）

～ 郵貯・農協を含めた状況 ～
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 52（△1）

 116（+3）

458（+7）

 131（△3）

0

100

200

300

400

500

600

愛媛県内 瀬戸内圏 大都市圏 市場部門

（億円）

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0%

１７/３ コア粗利益 １８/３ コア粗利益 １９/３ コア粗利益

１７/３ ＲＯＡ １８/３ ＲＯＡ １９/３ ＲＯＡ

 119（△6）

109（＋4）

 36（△1）

 15（△2）

0

20

40

60

80

100

120

140

愛媛県内 瀬戸内圏 大都市圏 市場部門

（億円）

0.0%

0.1%

0.2%

0.3%

0.4%

0.5%

0.6%

0.7%

１７/３ １８/３ １９/３

１７/３ ＥＬ率 １８/３ ＥＬ率 １９/３ ＥＬ率

＜ 地域・部門別 コア業務粗利益、ＲＯＡ ＞ ＜ 地域・部門別 リスク･コスト控除後利益 ＞

（注3） 市場部門のリスクコスト控除後利益は売却等損益を含まない

（注4） ＥＬ＝期待損失（Ｅｘｐｅｃｔｅｄ Ｌｏｓｓ）

部門別損益（管理会計ベース）
営業部門では、瀬戸内圏域（愛媛県を含む）における粗利益が向上

○ コア業務粗利益では、当行が地盤とする瀬戸内圏域（愛媛県を含む）で大幅な増益となった
○ 営業店部門のリスク･コスト控除後利益は、ＥＬ率上昇等による信用コスト増加

（１８/３期７８億円 ⇒ １９/３期９４億円）を粗利益増加および経費削減によりカバーし増益を維持
○ 引き続き瀬戸内圏域（愛媛県を含む）におけるさらなる粗利益増強を目指す

（注1） 市場部門は､インターバンク等における短期運用を除く

（注2） ＲＯＡ＝コア業務粗利益/運用平残
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営業部門セグメント別採算
事業性取引 ･･･ 粗利益減少傾向からの脱却が課題

○ 貸出利鞘縮小により粗利益減少傾向が続いているが、預貸金平残増強により減少額を最低限にとどめる
○ 瀬戸内圏域（愛媛県内を含む）における預貸金・役務取引の増強により収益拡大を目指す

個人取引 ･･･ 預り資産収益により増益基調続く

○ 預貸金取引の増強や預り資産への取組み強化による大幅増益で、リスク･コスト控除後利益が黒字化
○ 低金利住宅ローン等の影響で貸出利鞘が低下するも、残高増加により個人融資先の利益は

ほぼ横ばいを維持

361 356

196 210 225

112 113 111

346

-150

0

150

300

450

１７/３ １８/３ １９/３ １７/３ １８/３ １９/３ １７/３ １８/３ １９/３

（億円）

業務粗利益

リスク･コスト控除後利益

事業性取引先 個人(非事業性)取引先 （うち個人融資先）

（注）本資料区分以外（公共先およびセグメント不能分）の営業店部門粗利益（１９/３期） ・・・ ５５億円
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預貸金期末残高内訳別推移
１．貸出金期末残高内訳別推移 （単位：億円）

前年度比
総貸出金 27,488 27,896 28,782 30,421 31,078 + 657

一般貸出金 26,583 26,876 27,592 29,223 29,940 + 717
事業性貸出金 20,134 19,939 20,292 21,452 21,810 + 358
個人融資 6,449 6,937 7,300 7,771 8,130 + 359

住宅ﾛｰﾝ 3,799 4,253 4,719 5,229 5,626 + 396
ｱﾊﾟｰﾄ･ﾋﾞﾙﾛｰﾝ 780 929 978 1,040 1,125 + 85
ｶ-ﾄﾞﾛ-ﾝ 384 401 385 368 352 △ 16

地公体向貸出金 906 1,020 1,190 1,198 1,138 △ 59
(注)個人融資の内訳は主要なもののみ記載、アパート･ビルローンは｢制度融資｣のみの計数 

２．預金等預り資産期末残高内訳別推移 （単位：億円）

前年度比
37,713 38,972 41,148 43,833 45,460 + 1,627
37,256 38,066 39,545 41,154 41,984 + 830
36,795 37,570 38,969 39,430 39,932 + 501
25,744 25,980 26,532 26,668 27,581 + 913

一般法人 9,020 9,672 10,276 10,998 10,654 △ 344
公金 1,315 1,234 1,168 1,049 1,073 + 24
金融 494 390 733 642 513 △ 129
海外・ｵﾌｼｮｱ 221 292 260 73 110 + 38

NCD 461 496 575 1,724 2,052 + 328
一般法人 382 375 552 1,598 1,866 + 269
公金 79 121 23 127 186 + 60

一般法人資金(含むNCD) 9,401 10,047 10,828 12,596 12,521 △ 75
公金資金(含むNCD) 1,395 1,355 1,191 1,175 1,259 + 84

26,091 26,766 27,968 29,119 30,784 + 1,665
個人預金 25,744 25,980 26,532 26,669 27,581 + 912
個人預り資産 347 785 1,436 2,450 3,203 + 753

・預り資産（末残ベース）
457 906 1,603 2,679 3,476 + 797

国債 348 601 959 1,214 1,462 + 248
投信 34 106 281 1,051 1,550 + 499
個人年金保険等 75 199 363 414 463 + 49

外貨預金(残高) 453 414 460 408 591 + 182
除く公金外貨 347 391 460 375 591 + 216

預り資産構成比(Ｂ/Ａ) 1.2% 2.3% 3.9% 6.1% 7.6% + 1.5%

１５／３

１５／３

１６／３

１６／３

預り資産(除く預金等)　　Ｂ

総預金等＋預り資産　　Ａ
総預金等

総預金

個人預金＋個人預り資産

個人

１９／３

１９／３

１８／３

１８／３１７／３

１７／３
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業種別貸出金の残高･比率推移

業種別貸出金の構成比に大きな変化はなく、安定した運用状況

○ 海運関連が大きく残高増加し、全体を牽引海運関連が大きく残高増加し、全体を牽引

(単位：百万円、％)

構成比 構成比 構成比 構成比 前年比残高 残高増加率

　製造業 459,129 16.5 459,405 16.0 479,505 15.8 487,022 15.7 7,517 ＋1.6
　農　業 3,047 0.1 2,436 0.1 2,534 0.1 2,369 0.1 △166 △6.5
　林　業 151 0.0 131 0.0 105 0.0 113 0.0 9 ＋8.3
　漁　業 16,596 0.6 15,812 0.5 15,203 0.5 14,698 0.5 △505 △3.3
　鉱　業 3,071 0.1 2,494 0.1 2,688 0.1 3,073 0.1 385 ＋14.3
　建設業 181,544 6.5 178,885 6.2 178,854 5.9 171,389 5.5 △7,465 △4.2
　電気・ガス・熱供給・水道業 26,543 1.0 27,194 0.9 42,393 1.4 50,132 1.6 7,738 ＋18.3
　情報通信業 12,956 0.5 10,939 0.4 13,896 0.5 14,244 0.5 348 ＋2.5
　運輸業 322,780 11.6 329,380 11.4 363,063 11.9 410,207 13.2 47,144 ＋13.0

うち海運 245,575 8.8 249,059 8.7 273,442 9.0 319,583 10.3 46,141 ＋16.9
　卸売・小売業 442,557 15.9 459,548 16.0 476,105 15.7 452,004 14.5 △24,101 △5.1
　金融・保険業 97,234 3.5 107,232 3.7 116,806 3.8 98,662 3.2 △18,145 △15.5
　不動産業 141,041 5.1 149,566 5.2 158,101 5.2 158,567 5.1 465 ＋0.3
　各種サービス業 310,842 11.1 308,525 10.7 312,982 10.3 330,486 10.6 17,504 ＋5.6

うち医療関連 115,418 4.1 126,543 4.4 129,260 4.2 127,784 4.1 △1,476 △1.1
　地方公共団体 78,401 2.8 96,707 3.4 102,801 3.4 101,822 3.3 △979 △1.0
　その他 693,756 24.9 730,034 25.4 777,119 25.5 813,023 26.2 35,904 ＋4.6

合　　　計 2,789,655 100.0 2,878,288 100.0 3,042,155 100.0 3,107,809 100.0 65,654 ＋2.2

(国内店分、除く特別国際金融取引勘定）

１９/３１６/３ １７/３ １８/３
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中小企業向け貸出の状況

１９年３月の事業性貸出金に占める中小企業向け貸出金の比率は７７.９％

1,347

21,452
20,29219,93920,134

21,810

16,76516,03515,91916,280 16,996

1,3371,3971,4241,438

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

15/3 16/3 17/3 18/3 19/3

（億円）

事業性貸出金

うち中小企業向け

うち保証協会付き

（単位：億円）

前年度比

事業性貸出金 20,134 19,939 20,292 21,452 21,810 ＋358

うち中小企業向け 16,280 15,919 16,035 16,765 16,996 ＋231

うち保証協会付き 1,438 1,424 1,397 1,337 1,347 ＋10

１９/３１６/３ １７/３ １８/３１５/３
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債務者区分遷移表
「ランクアップ運動」を引き続き全店運動として実施中

「企業コンサルティング部」を中心とした企業再生支援を実施
～再生ファンド、中小企業再生支援協議会、ＤＤＳ・ＤＥＳ、など各種再生スキームの活用～

＜事業性与信先に対する債務者区分の遷移（１年間）＞

上段：債務者数 破綻懸念以下

下段：与信額(億円） 合計 正常先 その他要注意先 要管理先 破綻懸念先 実質破綻先 破綻先
への劣化率

25,457 22,412 21,411 843 60 35 41 22 0.38% 1,001

21,513 20,536 19,189 1,224 79 34 3 8 0.21% 1,347

1,993 1,888 377 1,332 90 65 12 12 4.47% 377 179

2,188 2,012 401 1,320 209 74 3 4 3.73% 401 291

306 266 16 55 126 53 13 3 22.55% 71 69

749 661 5 63 266 319 6 2 43.67% 68 327

143 130 7 2 1 104 14 2 10 16

226 184 2 2 1 165 14 0 5 14

187 122 2 2 0 0 113 5 4 5

59 37 0 0 0 0 31 6 1 6

79 46 0 0 0 0 0 46 0

46 36 0 0 0 0 0 36 0

28,165 24,864 21,813 2,234 277 257 193 90 462 1,270

24,781 23,467 19,596 2,610 555 593 57 56 475 1,985
（注１）期初（１8年3月末）において各債務者区分に属していた債務者が、期末（１9年3月末）においてどの債務者区分に遷移したかを表示している。
（注２）遷移後の残高は、期末（１9年3月末）における償却後の残高である。

合計

19/3月末
好転 劣化

1
8
/
3
月
末

正常先

その他要注意先

要管理先

破綻懸念先

実質破綻先

破綻先
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事業性貸出金の推進

事業規模に応じた多彩な商品ラインナップにより、お客さまの幅広いニーズに対応

大小 融 資 金 額

大

小

企

業

規

模

～ 「いよぎんビジネスサポートローン」シリーズのラインナップ ～
１９年３月末実績

≪Ｅ「エナジー」≫

◇信用保証協会との提携商品

◇事業者用カードローン　

≪Ｃ「カード」≫

３・５百万円型

◇信用保証協会との提携商品

３０百万円・１０年以内

≪Ａ「エース」≫

３０百万円・７年以内

◇愛媛県向け無担保長期資金

５０百万円・７年以内

≪Ｂ「ベスト」≫

≪F「ファイト」≫

◇信用保証協会との提携による当座貸越

無担保５０百万円・２年更新

◇スコアリング審査を活用、
　 無担保・第三者保証人不要

５０百万円・５年以内

≪法人会・税理士会コラボ
　レーションローン≫

◇法人会･税理士会との提携商品

≪商工会、商工会議所メンバーズビジネスローン≫

◇商工会、商工会議所との提携商品

≪　Ｄ「デラックス」　≫

≪ＴＫＣ戦略経営者ローン≫

◇㈱ＴＫＣとの提携商品

Ａ｢エ－ス」
139件

1,516百万円

Ｂ｢ベスト」
1,366件

13,471百万円

Ｃ｢カ－ド」
763件

1,810百万円

Ｄ｢デラックス」
3,207件

35,413百万円

Ｅ｢エナジ－」
1,677件

16,723百万円

Ｆ｢ファイト」
364件

8,948百万円

合　計

7,516件
77,881百万円
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1,656 2,358 2,555 2,779 2,707

1,703
1,855 1,993 2,094 2,269

2,285
1,924

2,336
2,660 2,4091,066

1,073
1,091

1,101 1,1091,730
1,492

1,740
2,035 1,836

543
745

696

819 1,315

320

356

472 428

304

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

15/3 16/3 17/3 18/3 19/3

（億円）

買入金銭債権等

その他の証券

外国証券

株式

社債

地方債

国債

9,288 9,765
10,767

11,960 12,073

有価証券運用 ～有価証券ポート～

○ ここ数年の積極的な取組みにより、有価証券ポートの規模は１兆２千億円超へ有価証券ポートの規模は１兆２千億円超へ
○ 市場金利上昇や投資対象の多様化により、有価証券利回りは緩やかに上昇有価証券利回りは緩やかに上昇

＜有価証券残高の推移（取得原価ベース、末残）＞

＜有価証券利回りの推移＞
15/3 16/3 17/3 18/3 19/3

有価証券利回り（国内部門） 1.71% 1.58% 1.47% 1.59% 1.71%
（参考：地銀平均） 1.18% 1.04% 1.03% 1.11% ***

有価証券利回り（国際部門） 1.54% 1.25% 1.66% 2.02% 2.37%
（参考：地銀平均） 3.84% 2.46% 2.52% 3.21% ***

有価証券利回り（総合） 1.68% 1.53% 1.50% 1.66% 1.82%
（参考：地銀平均） 1.38% 1.26% 1.26% 1.46% ***

（参考…有価証券利回りの推移（邦貨・外貨の別））
15/3 16/3 17/3 18/3 19/3

有価証券利回り（邦貨） 1.64% 1.50% 1.41% 1.51% 1.63%
有価証券利回り（外貨） 3.09% 2.81% 3.34% 3.88% 4.46%
有価証券利回り（総合） 1.68% 1.53% 1.50% 1.66% 1.82%
（「邦貨」は、外国証券に分類される債券のうち、円建外債・ユーロ円債を含む）

（「外貨」は、外貨建外国証券のみ）
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＜　円債ポートデュレーションの推移　＞

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

14/3 15/3 16/3 17/3 18/3 19/3

(年）

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

～1年 1～5年 5～10年 10年～

うち変動金利債

うち固定金利債

その他（外国証券等）

社債

地方債

国債

変動金利債

固定金利債

各償還構成債券の

固定・変動内訳

勘定科目別の

償還構成

有価証券運用 ～金利リスクへの対応～

＜円貨債券ポートフォリオの概要（１９年３月末現在、取得原価ベース）＞

金利リスクへの対応 ･･･ 保有債券の中心は残存５～１０年
固定金利債と変動金利債のバランスを考慮
円債ポートのデュレーションは約３.５年

（単位：億円）

※有価証券勘定※ 15/3 16/3 17/3 18/3 19/3

簿価
残高

構成比
簿価
残高

構成比
簿価
残高

構成比
簿価
残高

構成比
簿価
残高

構成比

円貨債券ポートフォリオ合計 7,368 100.0% 7,576 100.0% 7,969 100.0% 8,798 100.0% 8,462 100.0%

5,607 76.1% 5,825 76.9% 6,647 83.4% 7,312 83.1% 7,142 84.4%

1,761 23.9% 1,751 23.1% 1,322 16.6% 1,486 16.9% 1,320 15.6%

デュレーション（円貨債券ポート全体） 2.58年 2.99年 3.33年 3.53年 3.48年

固定金利債
（国債、政地債、金融債、固定金利事業債等）

変動金利債
（１５年変動利付国債、変動金利事業債等）

（億円）
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有価証券運用 ～リスクカテゴリー別管理～

○ 「分散投資の考え方に根ざした資産配分の最適化」を目指した取組み
○ リスク対比リターンの極大化を合理的に推進できる運用体制

＜ 今後の投資戦略について ＞

○ポートフォリオのリスクカテゴリー別時価構成比を最適化することで、より効率的なポートフォリオを目指していく

○今後の調達コスト上昇に備え、有価証券利回りの向上による安定的な利鞘収益の確保に重点をおいた運用を行う

○ 「収益性の高い商品への投資」と「有価証券全体のリスク分散」を同時に取り組み、リスク対比リターンの改善を図る

＜リスクカテゴリー別（注）の構成比（単体ベース、含む買入金銭債権・金銭の信託勘定）＞
　　（注）市場部門で投資している資産を、勘定科目に関わらず主たるリスクに応じて集計したもの （単位：億円）

リスクカテゴリー １９/３ １８年度

簿価残高 評価損益 時価残高 構成比 18/3比
総合損益

※
利息・

配当収益
評価損益

増減
売買・

償却損益
主たるリスクの内容

国内債券 6,411 △ 0 6,411 45.0% △1.1% 127 61 66 0 国内金利リスク

国内株式 1,154 ＋ 2,052 3,206 22.5% △0.3% 102 32 32 38 国内株式リスク

外国債券 1,420 ＋ 56 1,476 10.4% +2.8% 52 8 44 0 海外金利リスク、為替リスク

15年変動利付国債 881 △ 24 857 6.0% △0.2% 7 4 9 △ 6

事業債・仕組債等 1,594 △ 7 1,587 11.1% △2.7% 5 9 △ 4 0 信用リスク（含む証券化商品）等

ヘッジファンド 359 ＋ 4 363 2.5% +0.6%

不動産関連投資 127 ＋ 99 226 1.6% +0.5%

コモディティ 30 ＋ 1 31 0.2% +0.2% 82 14 68 0

プライベート・エクイティ 55 ＋ 2 57 0.4% +0.1%

その他（特金運用等） 42 ＋ 0 42 0.3% +0.0%

合　計 12,073 ＋ 2,184 14,257 100.0% +0.0% 375 129 214 32

※総合損益について　･･･　利息・配当収益からは、調達コスト（３ヶ月物ＬＩＢＯＲ金利で算出）を控除している

＜オルタナティブ投資合計＞
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「地域密着型金融推進計画」の進捗状況
平成１７年４月～平成１９年３月

事業再生・中小企業金融の円滑化事業再生・中小企業金融の円滑化

経営力の強化経営力の強化 地域の利用者の利便性向上地域の利用者の利便性向上

○リスク管理態勢の充実

◇ バーゼルⅡ対応への態勢整備推進

○収益管理態勢の整備と収益力の向上
◇ 瀬戸内圏にフォーカスをあてた中計を策定・スタート

○ＩＴの戦略的活用

◇ ＩＴを活用した業務の効率化、リスク管理の高度化を推進

○地域貢献等に関する情報開示
◇ 「ＣＳＲ推進委員会」を設置し、各種取組みを推進
◇ 「地域貢献への取組み状況について」を作成・公表

○地域の利用者の満足度を重視した金融機関経営の確立

◇ ＣＳ（お客さま満足）に関する全行運動を展開
◇ 「伊予銀行に対する満足度アンケート調査」実施
◇ 振込手数料一部無料化等を実施
◇ 金融犯罪防止に向けた各種取組みを推進

＜数値目標達成状況＞

○地域再生推進のための各種施策との連携等
◇ 地域ブランド形成支援に「中小企業基盤整備機構」と提携
◇小説「坊っちゃん」100年記念事業の展開 等

○創業・新事業支援機能等の強化

◇ ベンチャーファンドの活用、産学官連携体制強化

○取引先に対する経営改善・支援機能の強化

◇ ビジネスマッチング、ランクアップ運動を推進

○事業再生に向けた積極的取組み

◇ 「えひめ中小企業再生ファンド」他再生スキーム活用

○担保・保証に過度に依存しない融資の推進

◇ 担保・保証に過度に依存しない商品を開発・推進

○顧客への説明態勢、相談苦情処理機能の強化

◇ 説明責任の重要性を周知・徹底
○人材の育成

○ガバナンスの強化

○法令等遵守（コンプライアンス）態勢の強化

◇ コンプライアンスに係る教育・啓蒙活動を推進

◇ 法令等に沿った顧客情報の取扱いを周知徹底

◇ 有価証券報告書・半期報告書に「代表者確認書」を添付
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数値目標項目 １９／３実績 １９／３目標

６,０００先以上
（１７～１８年度）

１５０先以上
（１７～１８年度）

不良債権比率 ３.２９％ ２.５％以下

連結自己資本比率 １２.５４％ １２.０％以上

３３０億円以上コア業務純益

６,９６３先新規融資事業所開拓先数

債務者区分ランクアップ先数 １０３先

３６７億円
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